
熊本市教育委員会事務局

市立幼稚園における特別支援教育等に
関する検討委員会【参考資料】
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これまでの取り組み
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特別支援教育の推進に関する取り組み

①特別支援教育コーディネーターの配置

・市立幼稚園では、特別な教育的支援を必要とする園児に対して、長期的支援による一貫した支援を行うために、

特別支援教育コーディネーターを中心に個別の教育支援計画を作成し、保護者と共有しながら一人ひとりの状態

に応じた支援を行っている。

②「ことばの教室」による指導

・碩台幼稚園及び向山幼稚園において、構音や吃音など、ことばの課題の改善を図ることで心と体の望ましい成長と

発達を促すことを目的に、熊本市在住の年長児を対象として通級指導を行っている。

③「あゆみの教室」による指導

・川尻幼稚園において、学校教育を見据えた指導を行うとともに、円滑な移行を促すことを目的に、集団参加や人と

のかかわりなどに不安のある熊本市在住の年長児を対象として通級指導を行っている。

④外国籍幼児の受け入れ

・碩台幼稚園を中心に外国籍幼児を受け入れている。

碩台幼稚園（Ｈ28:10人、H29:7人、H30:11人、R１:9人、R2:5人）、楠幼稚園（R1:1人）。

・中国やベトナム、インドネシアなどが多い。
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幼小連携の推進に関する取り組み
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①幼小接続カリキュラム（アプローチカリキュラム・スタートカリキュラム）の活用

・幼小中カリキュラムの作成に活動できるよう、先進的な取組を整理し、平成30年度に「小中連携カリキュラム【熊

本市スタンダード】」を作成し、熊本市ホームページに掲載。

・幼稚園は、熊本市立幼稚園研究会で作成したアプローチカリキュラムの実施、小学校は、作成委員によるスタート

カリキュラムの作成と活用。

②幼小中連携の日における交流

・同一校区内の幼稚園・保育所・小学校・中学校がそれぞれの教育活動や地域内の子どもの実情について理解を

深める場として、学期に１回（年３回）「幼小中連携の日」を設定し、学校及び園の連携を推進。

・各地域において、教員の相互授業参観や交換授業、情報交換会、研修会、子ども同士の交流活動、就学前

幼児の小学校体験入学など、さまざまな取組をしている。

・幼小連携の日研修会による合同のテーマによる協議会や互いの授業・保育参観の実施。（小５年生と年長組

小1年生と年長組）

③幼児・児童との交流

・学校探検、活動交流（栽培活動、行事交流 遊び 昼休み等）など幼児・児童の交流



幼小連携の推進に関する取り組み
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④指導要録の活用による引継ぎ

・入学児童について、幼児教育施設からの指導要録の写し

を送付し、幼児期の育ちを伝え、教育内容のつながりを行っ

ている。

・小学校では、入学児童に関して担当者を決め、移行支

援シート及び教育支援計画を参考に、全て

の園に連絡を取り、園からの情報を集め校内で共通理解を

図っている。

⑤移行支援シートの活用による引継ぎ

特性の多様化や放課後等デイサービスの利用など新たな

ライフスタイルに応じて、子ども一人ひとりが状況に応じ自立

し社会参加するために、また保護者が安心して子育てに取

り組めるよう、関係機関がさらに連携を図り、支援を充実さ

せることが求められている。

子どもに適した学びの場を選択できるように、これまで子ど

もが関わってきた各相談機関等の情報を、「個別の教育支

援計画」や「移行支援シート」に記載し、情報を共有するこ

とで就学相談の充実を図る。支援を必要とする幼児児童

生徒についての「移行支援シート」等を活用した引継率

校 種
R２年度

実績

R6年度

目標

園→小学校 68.4％ 80.0％

小学校→中学校 63.3％ 100.0％

中学校→進路先

（高等学校・特別

支援学校等）

49.6％ 70.0％

（「移行支援シート」等を活用して引継ぎを行った幼児児童生徒数/

「個別の指導計画」「個別の教育支援計画」を作成している幼児児童

生徒数）



幼稚園教諭等の資質向上に関する取り組み
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①幼稚園指導要領の確実な実施

幼稚園教育要領を基本にして、教育課程と指導計画を作成し、週案や日案をもとに、日々の保育を

行っている。改訂に伴い、幼稚園教育において育みたい資質・能力及び幼児期の終わりまでに育ってほ

しい姿を意識して、保育実践の振り返りや幼児理解に基づいた評価を通して、保育の改善を行い、教

育要領の確実な実施につなげていく。

②研修による教諭等の指導力向上

ア 園内研修、

イ 研究保育の実施

ウ Ｒ３熊本市教育センター研究モデル園の指定

全園でテーマ「SDGｓ 地球にやさしい子どもを育てる」への取組

エ 市幼稚園研究会を組織し、6園がまとまって研究

オ 研究保育の公開-Ｒ3年22回（7回はモデル校として幼保小への公開予定）

カ 実技研修1回（教育センター幼小合同研修会を兼ねる）

キ 班別研修4回

ク その他の研修会に参加し、実践研究を行う。

・市教育委員会主催の研修（地区別人権教育研究 特別支援教育）

・県国公立幼稚園研究会 ブロック研修 発表会

・県幼稚園教育理解推進事業（文科省）

・園長等研修会 主任等研修会

・研究協議会



幼稚園教諭等の資質向上に関する取り組み
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③幼稚園教育要領等の理解促進

・各園、研究テーマを設定し、研究を深めている。その研究の過程で、幼稚園教育要領の理解促進を行っている。

・本年度は、6園すべて「SDGｓ 地球にやさしい子どもを育てる」というテーマのもと、取り組んでいる。（熊本市教

育センター モデル園の指定）

④指導力向上

・上記のテーマをもとに、各園それぞれで園内研修を行い、研究保育を実践することで、幼稚園教育要領の確認

ができている。

・他園にも呼びかけ、研究保育に参加している。

・市幼稚園研究会を組織し、6園がそれぞれの研究を紹介し合う場をもち、それぞれの指導力の向上を図っている。

⑤市幼稚園研究会

・研究保育・協議・・・年６回、毎回全教諭参加

・実技研修・・・年１回、全教諭参加（音楽研修 ＩＣＴ研修等）

・研究のまとめ集作成

⑥研究保育の実施及びその成果の発信

・Ｒ3年度は、研究テーマ「SDGｓ 地球にやさしい子どもを育てる」

・研究保育の公開Ｒ3年度は、22回（7回はモデル校として幼保小への公開予定）



幼稚園教諭等の資質向上に関する取り組み
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⑦家庭教育支援

・就学前手引書として「ピカピカ１年生カレンダー〜入学へのアプローチ〜」を作成。各学校で行われている就学時

健康診断等の機会を利用し、内容を説明すると共に、就学前児童全員に配付し、小学校生活へのスムーズな橋渡

しができるよう支援している。

その他、熊本市内の幼稚園、こども園、保育所、幼児に関する諸機関にも配付し、幼児教育機関と連携した取組

ができるようにしている。

⑧未就学児の会

・親の子育て力向上のための活動を実施（保育参観 懇談会 保護者学習会 親子遊びの会等）

・月に一度未就学児及びその保護者を対象に、未就学児の会を開催し就園意欲を育てる。

（園庭開放 絵本読み聞かせ 折り紙遊び 親子運動遊び 運動会招待 体験入園等）

⑨地域との連携

・地域行事への参加交流

・幼稚園行事への地域の方々による参加による交流（運動会 バザー 昔遊びの会等）



預かり保育の実施
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預かり時間 実施日

Ｈ30 Ｒ1 Ｒ2

実施日 実績 実施日 実績 実施日 実績 平均/日

碩台

14:00〜

15:00

不定期

141 691 142 505 138 345 2.5

一新 136 902 132 569 133 542 4.1

向山 139 721 140 608 142 446 3.1

川尻 134 301 134 505 126 619 4.9

楠 141 1,241 120 647 122 940 7.7

隈庄
15:00〜

16:45
月〜金 162 2,172 167 2,146 147 1,664 11.3

計 853 6,028 835 4,980 808 4,556 5.6



ことばの教室
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ことばの教室
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あゆみの教室
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あゆみの教室
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熊本市中央児童発達支援ルーム（つばめさんくらぶ）
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障害福祉サービスの利用状況等
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登録者数

ルーム（療育）のみ利用 保育所等併用 幼稚園併用

R2年度（R3(2021).3.31現在） 157 22 88 47

R3年度（R3(2021).5.31現在） 97 7 53 37

0～2歳児 ３歳児 ４歳児 ５歳児 合計

R3.4.30現在 112 192 351 422 1,080

112 965 1,080

• （１）本市が保育所等に隣接して設置する児童発達支援ルームの利用者状況

（２）本市における障害福祉サービス受給者証認定件数 （R3.4.30現在）（単位：人）

※併設している保育園を利用し、ルームの利用時間のみ保護者が同席して療養を利用している児童は、令和２年度(2021年度)
実績で６人。

（単位：人）



市立幼稚園（令和3年度入園案内）
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市立幼稚園（令和3年度入園案内）
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障がい児の受け入れに関する補助等
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名称 対象 概要
受け入れ

障がい児数

要支援児１名

あたりの補助額

（県補助）

熊本県私立幼稚園等特別支援教

育経費補助金

１号

認定

・私立幼稚園

・学校法人立の幼保

連携型認定こども園

に在籍する児童

補助を受ける年度中の障がい児

の教育に必要な経常的経費を

補助。

２名以上
年額784,000円以内

×受け入れ人数

１名 年額392,000円以内

（１名在園の場合市単独補助）

（２名以上在園の場合国庫補

助・1/3ずつ）

熊本市認定こども園特別支援教

育事業費補助金

・学校法人立以外の

幼保連携型認定こど

も園に在籍する児童

補助を受ける年度中の事業に

要する職員(幼稚園教諭免許

状又は保育士資格を有する者)

の加配に必要な費用を補助。

２名以上
月額65,300円

×受け入れ人数

１名 月額32,600円

（市単独補助）

熊本市私立保育所等障がい児保

育事業補助金

2.3号

認定

中度より重い

障がいをもつ児童 補助を受ける年度中の事業に

要する経費で人件費又は障が

い児保育に必要と認められる施

設整備費、補助具等の購入費

月額90,600円

中度

障がいをもつ児童
月額70,600円

月額40,100円
中度より軽い

障がいをもつ児童
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熊本市

名称 概要 交付基準 補助率

（市単独補助）

熊本市私立幼稚園等特別支援教

育助成事業費

私立幼稚園又は認定こども園の職員・利用者等を対象と する

特別支援教育に関する研修事業に係る経費を補助。

予算の範囲で

市長が認める額

1／2以内



• 私立幼稚園特別支援教育助成事業

• 北九州市では、幼児期における特別支援教育の充実を図る
ため、私立幼稚園における特別な教育的支援を必要とする幼
児（以下「要支援児」という。）の積極的な受け入れを支援
するための補助制度を実施。

• 経 緯

• ・平成２７年４月に策定された「公立幼稚園の今後の方向
性」に基づき、平成３０年度末までに８園から４園に再編を
行った（８園中４園閉園）

• ・平成２８年度、市立幼稚園の再編に伴い、特別な支援が
必要な幼児の受け入れについて積極的に取り組む園と協定を
結び補助する制度を新設した（Ｒ3年度：12園）。

• 制度の概要

• ・要支援児の受け入れに積極的に取り組む園（以下「サポート
園」という。）と北九州市が協定を締結。

• ・要支援児の受け入れに必要となる加配教員を雇用しやすくす
るために、現在の県・市補助に加え、市独自のサポート園に対
する補助を実施。

• サポート園（市と協定を締結する幼稚園）

• 要支援児の入園申し込みに対して、特段の理由が無い限り
受け入れを行い、また、その旨を公表することを承諾し、北九州
市と協定を締結する私立幼稚園

名称 概要
要支援児１名

あたりの補助額

（市・県補助）

私立幼稚園振興助

成補助金（特別支

援教育推進費）

各幼稚園が行う、特別な

支援を要する園児の教

育に要する経費の一部を

助成。学校法人は県が

補助し、個人及び宗教

法人は市が補助。

392千円（年額）

×受け入れ人数

（市単独補助）

私立幼稚園特別支

援教育助成事業

サポート園（※１）に対

し、加配教員の配置に係

る費用（人件費）及び

研修費の一部を助成。

300千円（年額）

×受け入れ人数
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北九州市



• 相模原市私立幼稚園等支援保育事業補助金

• 障害児を私立幼稚園等に就園させ、健常児とともに統合保育
を行うことにより心身の健全な発達を助長するとともに、障害児
に対する健常児の正しい理解を深め、もって幼児教育のより一
層の向上を図るため、特別支援教育を実施する私立幼稚園
等の設置者に対し予算の範囲内で補助金を交付する。

• 制度の概要

• 支援保育コーディネーターを配置する私立幼稚園及び認定こど
も園に対し、支援保育体制の整備・支援保育の実施に要する
人件費及び管理経費について補助を行う。
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相模原市

補助対象 概要 補助額

支援保育体制の整

備に対する補助

学校法人以外の者が設

置する幼保連携型認定こ

ども園及び保育所型認定

こども園を除き、

100,000円/１園

支援保育の実施に

対する補助

補助金算定対象児（市

の定めるアセスメントシート

で5点以上の児童）

168,000円/１名

（1園当たり150万を

限度）



他都市の状況
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政令指定都市における市立幼稚園の再編等
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番号 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14

都市名 札幌市 仙台市 新潟市
相模原
市

名古屋
市

浜松市 京都市 大阪市 堺市 神戸市 岡山市 広島市
北九州
市

熊本市

定員
充足率

71.9% 44.0% 31.7% 9.7% 66.7% 49.7% 46.2% 68.6% 31.0% 49.9% 54.9% 46.7% 26.2% 33.7%

廃止・統
合・再編
計画等
（園）

9→5 １ 10→5 ２→0 23→20 63→60 15 59→53 9→4 41→32 50 27→19 8→4 8→6

再編
年度

Ｒ7年度
末

特になし
Ｒ5年度
末

Ｒ4年度
末

Ｒ4年度
末

Ｒ27年
度以降

検討して
いない

Ｈ30年
度末

Ｒ4年度
末

Ｒ2年度
末

地域別に
検討

H27年
度末

H30年
度末

H29年
度末

番号 1 2 3 4 5 6

都市名
さいたま
市

千葉市 横浜市 川崎市 静岡市 福岡市

全廃
年度

H29年
度

H16年
度

—
H21年
度

H26年
度

H30年
度

• （１）市立幼稚園の設置継続（14都市）

（２）市立幼稚園を全廃（6都市）

（定員充足率はＲ2.5.1現在）


